2015道本部総合政策局発第0316号
2015年5月15日

　各単組　執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　　潔

（自治体政策部・社会福祉評議会）

　　子ども・子育て支援新制度および公立保育所整備に関する取り組み要請について

　日頃の取り組みに対し、心から敬意を表します。
　さて、2015年4月から本格実施された子ども・子育て支援新制度については、先の国会で成立した2015年度予算においては、消費税引き上げに伴い実施するとされていた3歳児の職員配置の改善等、保育の量的拡充と質の改善に関する予算が確保されました。
　また、老朽化している公立教育・保育施設の建て替え等に係る予算の確保についても、国会議論の中で明らかになりました。

　しかし、多くの自治体では、職員配置の改善や公立教育・保育施設の整備が進められていないことから、子どもの保育環境と保育士の処遇改善を進めるため、下記のとおり各単組の取り組みを要請します。
　時節柄、ご多忙中かとは存じますが、各単組の積極的な取り組みをよろしくお願いいたします。

記

１．目的と基本的考え方

　　2015年4月から本格実施された子ども・子育て支援新制度においては、消費税引き上げに伴い実施するとされていた保育の量的拡充と質の改善に関する予算について確保されました。また老朽化している公立教育・保育施設の建て替え等に係る予算も確保されています。しかし、多くの自治体では、職員配置の改善や公立教育・保育施設の整備が進められていない現状にあります。
　　このような状況を受けて、自治労本部は、組織内議員である相原久美子参議院議員と連携して実施した国会質問において、公立施設の臨時・非常勤職員の処遇改善（給与改善および配置改善）にも消費税・地方消費税の引き上げ分を充てることが認められていること、公立施設の耐震改修や建設については、交付税措置がなされる（さらに一定の場合の新規建て替えについては、手厚い交付税措置がなされる）ことなどの政府答弁を引き出しています。（詳細は、添付の国会議事録P20～22のとおり）

　　こうした情勢から、道本部として、自治労本部方針に基づき、子どもの保育環境と保育士の処遇改善を進めることを目的として、以下のとおり取り組みを進めます。
　　なお、春闘期における要求書の中にも保育士等の処遇改善の項目がありますが、今回の要求項目はより、具体的なものとなっておりますので、改めの要求として取り組みのをお願いします。

　（１）3歳児の職員配置の改善等、保育士の処遇改善と人材確保を進める。
　（２）老朽化した公立施設の施設整備を進める。

　（３）保育教諭を養成するための支援策を充実する。

２．具体的な取り組み

　（１）自治体へ要請（要求）書の提出・交渉を実施する。
　（２）議会（議員）要請については、議会質問による当局答弁の当局交渉内容を活用。

　　　　また、市町村議会については、道庁に対する意見書採択等、個別の状況に応じて実施する。

　（３）本部社会福祉評議会が発行する「かいごりニュース」を活用して、未組織の組織化に向けて取り組む。

３．地方議会（議員）地方自治体、事業主への要請（要求）について

　（１）実施期間：
①要求書提出期間：2015年5月15日（金）～6月10日（水）

②回答指定日：2015年6月19日（金）まで

③交渉実施期間：回答指定日以降～6月30日（金）
　（２）モデル要請（要求）書：別紙１のとおり

　　※要請行動等を実施する際にご活用願います。
　　※参考資料（国会、総務省、厚生労働省）もご活用下さい。

　（３）報告書　　別紙２のとおり

　（４）報告期限　　2015年7月10日（金）
４．問い合わせ先および報告先

　　自治労道本部自治体政策部（瀬戸・高田）

　　℡：011-747-3211、　FAX：011-700-2053

    E-mail：seto@jichiro-hokkaido.gr.jp　または　takada@jichiro-hokkaido.gr.jp
５．参考資料

　（１）国会関係資料
　　・189-参-内閣委員会-3号-2015年03月26日-初版-相原のみ
　（２）内閣府資料　
　　・平成27年度予算案について
　（３）総務省資料
　　　・地域の防災力強化のための財政措置の拡充等
　　　　　・施設整備事業債（一般財源化分）について

　　　　　・平成27年度地方財政対策のポイント
　（４）財務省関係

　　　・平成27年度社会保障関係予算のポイント

　（３）厚生労働省資料　
・保育士確保プラン
　　　　　・保育士就職促進対策集中取組月間について

　　　　　・保育士・保育所支援センター調査概要

　　　※参考資料については、かなりの枚数になることから、道本部ホームページからダウンロード願います。
　　　※参考資料は、道本部ホームページから組合員専用ページに入り、ページ左側の各局ごとの専用欄の総合政策局から自治体政策部にいっていただくとの中にあります。
以上

別紙１－１（市町村用）
地方自治体および議会（議員）に対する
子ども・子育て支援新制度および公立施設整備に関する
モデル要請（要求）書
日頃から子ども・子育て支援新制度の実施にむけたご尽力に、心より敬意を表します。
さて、2015年4月から本格実施された子ども・子育て支援新制度については、先の国会で成立した2015年度予算においては、消費税率引き上げに伴い実施するとされていた保育の量的拡充と質の改善に関する予算が確保されました。

これを受けて実施された国会質疑では、３歳児の職員配置の改善に関する予算が措置されていること（公立施設については、交付税措置済）、公立施設の臨時・非常勤職員の処遇改善（給与改善及び配置改善）にも消費税・地方消費税の引き上げ分を充てることが認められていること、公立施設の耐震改修や建設については、交付税措置がなされる（さらに一定の場合の建て替えは、手厚い交付税措置がなされる）ことなどが確認されました。
こうした状況を受けて、子どもの保育環境と保育士の処遇改善及び人材確保が適切に実施されるために下記のとおり、貴職に要請（要求）します。

つきましては、○月○日までに書面による回答と団体交渉の日程を調整頂けますようお願い申し上げます。
記

１．３歳児の保育士の配置を20：1から15：1に改善するための予算を措置し、公民含めて改善を促進すること。
２．保育士の給与については、以下のとおり改善すること。

　（１）民間保育士については、新制度の実施により予算が確保されている3％加算と国家公務員給与改善に基づく2％を合わせた5％加算が確実に実施されるよう民間保育所を指導・確認すること。

　（２）5％の改善については、昨年度の給与額を基準とし、今回の予算措置とは関わりなく実施される定期昇給については、加算実績の対象外とすること。

　（３）公立保育所の臨時・非常勤等の保育士の給与についても、同様の措置を講ずること。

３．老朽化により施設整備を必要とする公立保育施設については、起債等の活用により建て替え等の措置を講ずること。
４．新制度の実施にともない導入された保育教諭の要件を満たすため、保育士資格または幼稚園教諭免許を所持していない保育士または幼稚園教諭が免許を取得するための経済的支援および職務上の配慮を実施すること。

５．消費税・地方消費税の引き上げにともなう税収は、社会保障費の充実・安定が目的であることから、適切な執行と執行状況を公表すること。
６．道に対して、保育士・保育所支援センター等の設置・機能強化等保育士の処遇改善と人材確保を進めるための施策を求めること。
別紙２
地方自治体および議会（議員）に対する
子ども・子育て支援新制度および公立施設整備に関する単組の取り組み報告書
単　組　　　　　　　　
担当者　　　　　　　　
設問１．当局への要請書の提出について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問２．当局との交渉の実施について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問３．議会（議員）への要請について
（１）有　　（２）無　　（３）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
設問４．上記の内容等で特徴的な情勢等あれば、以下にご記入ください。
	※設問１～３で「有」と回答した場合は、実施日や対応者等を記入してください。
また、別紙３と当局等から回答書、関係資料を受理した場合は、添付してください。



ありがとうございました。
地方自治体および議会（議員）に対する
子ども・子育て支援新制度および公立施設整備に関する
モデル要請（要求）書解説
　
	１．3歳児の保育士の配置を20：1から15：1に改善するための予算を措置し、公民を含めて改善を
促進すること。


　(解説)
1 　子ども・子育て支援新制度において、保育士の量的拡充と質の改善を行うために、3歳児を担当する保育士の配置基準を子ども20人に保育士1人であったものを子ども15人に保育士1人へと改善がされました。このことについては、国会質疑資料P20の中段において相原参議議員が質問をし、同下段で政府参考人が公民を問わず行うことになっている、との答弁を引き出しています。
2 　加えて、公立保育所においては、P20の下段最後の段落に、政府参考人から地方交付税措置がなされ各地方自治体に周知をしている、という答弁を引き出しています。このことは、既に15：1に対する予算が交付税措置をされているということであり、これを実施しないことは、交付された地方交付税を適切に使用していないことになるため、当局に対して完全実施を求める必要があります。また、公立保育所を利用する子どもの給付は、個人給付であることから、既に措置されている予算を子どもの保育の質を改善するために使途しないことは極めて不適切です。（児童手当を満額支給しないのと同様）
3 　民間保育所に関しては、実際に15：1に変更してからの申請が必要となります。実際に民間の保育所については、各自治体から委託を受けての運営となっていることから、委託者である自治体に対して委託保育所に配置の改善に関する助言・指導等を行うことを求めてください。
注）　自治労は、厚生労働省に国が定めている3歳児の保育士の配置基準を15：1に変更することを求めたところ、「保育士が不足している現状から将来の見直し課題としている」との回答を得ていますが、保育士不足を解消するためには、保育士の処遇改善が必須であることから、今回の取り組みは、保育士確保策とも言えます。
	２．保育士の給与については、以下のとおり改善をさせること。
（１）民間保育士については、新制度の実施により予算が確保されている３％加算と国家公務員給与
改善に基づく２％を合わせた５％加算が確実に実施されるよう、民間保育所を指導・確認する
こと。
（２）５％の改善については、昨年度の給与額を基準とし、今回の予算措置とは関わりなく、実施さ
れる定期昇給については、加算実績の対象外とすること。
（３）公立保育所の臨時・非常勤等の保育士給与についても同様の措置を講ずること。


　　(解説)
　２－（１）
1 　国会質疑資料P21 上段において相原参議が質問をし、中段で政府参考人が回答しています。その中で、2015年度に質の改善項目として、民間保育所の保育士について、「今回の消費税財源を活用して、公定価格３％相当の改善を行っている。また、2014年度（平成26年度）の国家公務員の給与改定に対応して、人件費２％相当の改善措置を公定価格に反映させている。具体的に、この取り組みによって、賃金の改善が確実に行われるということが本当に大事なことである。」と回答をしています。（厚生労働省パンフレット）
2 　2015年度に確保された予算の中には、保育士の給与改善費として５％相当が含まれていることを自治体当局にしっかりと認識させ、委託をしている民間保育所に対して給与改善を実施することを求めていきます。
注）　公立保育所の民営化については、上記１と同様に国の予算上は、自治体負担の軽減につながるも

のとはなっていませんが、民間保育士は公立保育所の保育士（正規）と比較して勤務年数や保育所運営費等により定額となっている実態から、自治体の保育に係る財政負担が軽減されていることも拡大される背景にあります。また、その結果、公立保育所においては、臨時・非常勤等保育士が大幅に雇用され、保育業界では、給与水準が低いことから保育士不足が生じています。民間保育士の給与改善は、こうした状況を改善するための取り組みの一つと言えます。
　
　２－（２）
1 　国会質疑資料P21中段で、政府参考人から「処遇改善加算の運用に当たっては、毎年各保育所において賃金改善の実施計画を策定した上で、実際に賃金を改善し、その実績を報告することを加算の要件としている。こういった賃金の改善が円滑に実施されるよう、しっかりと監視をしていきたい。」と回答を引き出している。
2 　保育士の処遇改善加算については、介護職員処遇改善加算と同様、確実に保育士の給与が改善される為の取り組みが必要です。
　２－（３）
1 国会質疑資料P21下段で、相原参議が「消費税引き上げ分の使途について、公立保育所の保育士の給与上乗せにも使途が可能と認識しているが、間違いないか。」との問いに、あかま総務大臣政務官から「公立保育所の保育士の給与改善費や非常勤保育士の給与については、国、地方の役割分担に応じた消費税分の配分を協議した国と地方の協議の場において社会保障四分野の給付として整理している。これらについては、社会保障施策に要する経費にあたるものとして、引き上げ分の地方消費税収を充てることができる。」との回答を引き出しています。
2 給与表が適用されている保育士職員以外の臨時・非常勤保育士については、専門職であることや、保育士の処遇改善が重要な政策課題であることを踏まえ、改善することが必要であり、そのための財源として消費税増税分（３％）を充てるよう求めてください。
	３．老朽化により施設整備を必要とする公立保育施設については、起債等の活用により建て替え
等の措置を講ずること。


　　　(解説)
1 国会質疑資料P22上段で、相原参議が老朽化した公立保育施設の建て替えにかかる予算措置について質問し、あかま総務大臣政務次官が、「国庫補助金が一般財源化され、全額が地方負担となっているが、一般財源化にかかる地方債や社会福祉施設整備債の対象となっており、国庫補助金の一般財源化による影響が生じないよう適切に地方財政措置を講じている。
（参考資料～施設整備事業債（一般財源化分）について）　

　※起債を活用することにより、翌年度の地方交付税として70％が基準差し成需要額とは別枠での加算措置がされるので、交付時期が異なる以外は、これまでの補助金を活用した整備と同じと考えて良いです。
	４．新制度の実施にともない導入された保育教諭の要件を満たすため、保育士資格または幼稚園教
諭免許を所持していない保育士または幼稚園教諭が免許を取得するための経済的支援および職
務上の配慮を実施すること。


　　　（解説）
1 新制度において設置した、保育所と幼稚園を一体化した幼保連携が認定こども園においては、保育士資格と幼稚園教諭免許両方が必要です。しかし、約1/4の保育士、幼稚園教諭が片方の資格または免許しか所持していません。そのため国は、新制度本格実施後、5年間は、いずれかひとつでも保育教諭として勤務できることを経過措置として認めることとし、この間に所持していない資格・免許を取得するための予算・優遇措置を講じています。資格（免許）の取得には、費用も期間も必要となります。自治体が定めた「市町村子ども・子育て支援事業計画」に基づき、幼保連携認定こども園を設置していることや保育教諭の人材確保を進めるためにも、自治体の責任において、受講費の支援、研修旅費の適用、職務免除等により資格を取得させるのが責務です。
	５．消費税・地方消費税の引き上げに伴う税収は、社会保障の充実・安定が目的であることから、
適切な執行と執行状況を公表すること。


　　　　(解説)
1 「平成27年度予算案について」（厚生労働省資料）では、「消費税率引き上げによる増収分は、すべて社会保障の充実・安定化に向ける。」となっています。
2 各自治体の予算編執行において、消費税・地方消費税の引き上げ分が、子ども・子育て支援および介護・医療などの社会保障費の充実等に充てていることを地域住民に周知するよう求めることが必要です。
	　６．道に対して、保育士・保育所支援センター等の設置・機能強化等、保育士の処遇改善と人材
確保を進めるための施策を実施するよう求めること。


　　　　(解説)
1 保育士・保育所支援センターは、保育士の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保する観点から、潜在的保育士の就職や保育所の潜在的保育士活用支援を行うことを目的としており、全国33都府県に設置がされています。
2 北海道においても、多くの保育所で保育士が不足しており、潜在的保育士が多く存在することが想定されることから、早急に北海道でも設置を求めることとします。

